
（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]
１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 5,623,152

①生活インフラ・国土保全 18,320,518 (2) 長期未払金
②教育 14,929,457 ①物件の購入等
③福祉 475,457 ②債務保証又は損失補償
④環境衛生 74,940 ③その他
⑤産業振興 998,056 長期未払金計 840

⑥消防 210,451 (3) 退職手当引当金 786,108

⑦総務 2,028,182 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産計 37,037,061 固定負債合計 6,410,100

(2) 売却可能資産 0

公共資産合計 37,037,061 ２　流動負債
(1) 翌年度償還予定地方債 501,769

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 147

①投資及び出資金 25,196 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

②投資損失引当金 0 (5) 賞与引当金 47,301

投資及び出資金計 25,196 流動負債合計 549,217

(2) 貸付金 201,400

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 6,959,317

①退職手当目的基金 11,764

②その他特定目的基金 821,080

③土地開発基金 180,374 [純資産の部]
④その他定額運用基金 0 １　公共資産等整備国県補助金等 5,698,521

⑤退職手当組合積立金 0

基金等計 1,013,215 ２　公共資産等整備一般財源等 29,107,550

(4) 長期延滞債権 196,877

(5) 回収不能見込額 △ 47,810 ３　その他一般財源等 △ 1,142,045

投資等合計 1,388,878

４　資産評価差額 0

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 33,664,026

①財政調整基金 1,718,819

②減債基金 92,841

③歳計現金 319,487

現金預金計 2,131,147

(2) 未収金
①地方税 62,016

②その他 4,241

③回収不能見込額 0

未収金計 66,257

流動資産合計 2,197,404

資　　産　　合　　計 40,623,343 負 債 ・ 純 資 産 合 計 40,623,343

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円
②教育 千円
③福祉 千円
④環境衛生 千円
⑤産業振興 千円
⑥消防 千円
⑦総務 千円

計 千円
　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円
③一般財源等 千円

計 千円
※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円
（うち共同発行地方債に係るもの 千円）
③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち6,527,028千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。
※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 11,132,632 千円
　[内訳]　普通会計地方債残高 6,124,921 千円 6,124,921 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 840 千円 0 千円
千
円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 4,739,104 千円
千
円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 165,974 千円
千
円

　　　　　退職手当負担見込額 101,793 千円 101,793 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 0 千円 0 千円
千
円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円
　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円
　基金等将来負担軽減資産 9,378,451 千円
　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 2,830,313 千円
　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 295,875 千円
　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 6,252,263 千円
　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 1,754,181 千円
※５　有形固定資産のうち、土地は13,234,158千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は17,384,460千円です。
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　　　平成26年度財務書類の概要
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貸借対照表
(平成27年3月31日現在)

財政健全化法上による
将来負担額 

普通建設事業費のうち
他団体等に対する補助
金・負担金の累計額 

 国から示された作成マニュアルに基づき作成。（総務省方式改訂モデル） 

 ・対象とする会計は、一般会計・渇水事業特別会計 

 ・作成基準日は、平成２７年３月３１日（平成２６年度末） 

左側（借方）は、資産の部として、町

がどのような資産を所有しているか、

どのような資産に資金を投入している

か、資産の運用状況を示しています。 

 資産の部 
 

・土地、建物、構築物などの長期間に
わたって行政サービスを提供するため
の資産（道路、学校、公園など）で、昭
和４４年度以降に取得した資産。 

＜取得原価主義を採用：過去の実際
の支出額を基礎とし、減価償却の手法
を用いる。＞ 

・土地については減価償却をしない。 

 投資等 

 

・「投資及び出資金」については年度末
現在高で計上。 

・「基金」のうち流動性の高いもの（財

政調整基金、減債基金）は、流動資産

に分類して計上。 
・退職手当組合積立金は、退職手当組
合の保有資産のうち、町の持分相当
額を計上。 

 流動資産 

 

・基金のうち、流動性の高い「財政調

整基金」、「減債基金」と、出納整理期

間終了後の歳入決算額から歳出決

算額を引いた「歳計現金」と税等の未

収金を計上。 

農業信用基金出資
金、山梨信用保証
協会出捐金など 

勤労者住宅貸付金預
託金など 

退職手当組合
の資産のうち
町持分相当額 

地方債年度末残高 
(翌年度償還額は除く) 

年度末に全職員が普通退
職した場合の要支給額 

地方債残高の
うち翌年度償
還予定額 

右側（貸方）は、資金をどのように集めたか資

金の調達状況を示します。 

 

地方債など将来の支出を義務付けられているも
のを負債として、国・県補助金や税金等の自己
資本を純資産として表しています。 

 固定負債 

 

・借入金である地方債のうち、翌年度償還の
元金償還額（利子は含まない）を除いた額を
地方債に計上。 

・退職給与引当金は、一般会計に属する職員
全員が年度末に普通退職したと想定した場合
に必要な退職手当支給額を計上。（年度末退
職者は除く） 

 流動負債 

 

・地方債残高のうち、翌年度に償還期限が到来
する地方債の元金償還金を計上。 

 純資産 

 

・資産を形成するために調達した資金のうち、

将来に負担を残さないもの。 

 ＜資産の部－負債の部＝純資産＞ 

・「国庫支出金」「県支出金」については、借方
にある有形固定資産の取得の際に財源と
なったもので、有形固定資産にあわせて減価
償却して計上。 

町税などの収入未済み
額のうち、1年を超え
て未収のもの 

町税などの収入未済み
額のうち、1年以内に
発生したもの 

翌年度に予定されて
いる期末・勤勉手当
のうち、当年度の負
担相当額 

資金収支計算書の期末
歳計現金残高から 純資産変動計算書から 



行政コスト計算書
自　平成26年4月  1日

至　平成27年3月31日

　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 773,453 11.3% 81,460 115,978 76,910 72,772 24,245 3,633 320,443 78,012 0

（２）退職手当引当金繰入等 55,905 0.8% 4,503 8,615 5,713 5,405 1,801 270 23,803 5,795 0

１ （３）賞与引当金繰入額 47,301 0.7% 3,810 7,289 4,834 4,574 1,524 228 20,139 4,903 0

小　　計 876,659 12.8% 89,773 131,882 87,457 82,751 27,570 4,131 364,385 88,710 0

（１）物件費 1,412,823 20.6% 92,630 591,484 143,588 159,019 17,424 20,409 377,382 10,887 0

（２）維持補修費 50,261 0.7% 26,682 14,399 6,043 100 200 834 2,003 0

（３）減価償却費 941,271 13.7% 341,929 329,887 35,545 3,167 123,930 35,431 71,382 0

小　　計 2,404,355 35.0% 461,241 935,770 185,176 162,286 141,554 56,674 450,767 10,887 0 0

（１）社会保障給付 1,460,507 21.3% 27,184 1,413,710 19,613

（２）補助金等 947,246 13.8% 4,498 46,665 234,080 242,485 74,592 206,792 116,026 1,336 20,792

３ （３）他会計等への支出額 862,511 12.6% 432,294 0 430,673 0 0 0 0 0 △ 456

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

206,644 3.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 206,644

小　　計 3,476,908 50.6% 436,792 73,849 2,078,463 262,078 74,592 206,792 116,026 1,336 226,980

（１）支払利息 96,336 1.4% 96,336

（２）回収不能見込計上額 10,773 0.2% 10,733

（３）その他行政コスト 0 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

小　　計 107,109 1.6% 0 0 0 0 0 0 0 0 96,336 10,773 0

6,865,031 987,806 1,141,501 2,351,096 507,115 243,716 267,597 931,178 100,933 96,336 10,773 226,980

（　構　成　比　率　） 14.4% 16.6% 34.2% 7.4% 3.6% 3.9% 13.6% 1.5% 1.4% 0.2% 3.3%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 70,508 0 23,684 269 747 239 0 10,520 0 0 17,240 17,809

２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 192,219 0 73,567 117,434 0 0 0 316 0 0 0 902

262,727 0 97,251 117,703 747 239 0 10,836 0 0 17,240 18,711

ｄ／ａ 3.80% 0.0% 8.5% 5.0% 0.1% 0.1% 0.0% 1.2% 0.0% 0.0% 7.6%

6,602,304 987,806 1,044,250 2,233,393 506,368 243,477 267,597 920,342 100,933 96,336 10,773 209,740 △ 18,711
（差引）純経常行政コスト ａ－

ｄ

２

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ

 4月1日から翌年の3月31日までの1年間の行政活動のうち福祉活動やごみの収
集といった資産形成に結びつかない行政サービスに係る経費とその行政サービ
スの直接の対価として得られた財源を対比させたもの 

職員に対する将来の退
職金支払い見積額のうち
当年度発生額 

純資産変動計算書へ 
土地以外の有形固定
資産において、経年劣
化等により価値が減少
したと認められる額 

児童手当、高齢者や障
害者等に対する援護措
置などに要する扶助費 
他団体が補助金を財源
として公共資産整備を
行ったもの 

消耗品費、光熱水費、委
託料、備品購入費などの
経費 

特別会計などの他会計

に対する財政的な支援

金額 
施設を利用した際に徴
収する料金や、戸籍・
住民票・税務証明など
公の役務提供に対して

徴収する金額 
町が特定の事業に充て
るために、受益者から
徴収する金額 
すべての報酬、特別職
の給与、職員給から退職
手当組合負担金、賞与
引当金を除いた額 



（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 33,512,163 5,625,546 29,278,627 △ 1,392,010 0

純経常行政コスト △ 6,602,304 △ 6,602,304

一般財源

地方税 4,717,423 4,717,423

地方交付税 6,859 6,859

その他行政コスト充当財源 554,656 554,656

補助金等受入 1,475,229 128,870 1,346,359

臨時損益

災害復旧事業費 0 0

公共資産除売却損益 0 0

投資損失 0 0

損失補償等引当金繰入等 0 0

科目振替

公共資産整備への財源投入 335,337 △ 335,337

公共資産処分による財源増 0 0 0 0

貸付金・出資金等への財源投入 79,138 △ 79,138

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 △ 74,510 74,510

減価償却による財源増 △ 55,895 △ 885,376 941,271

地方債償還等に伴う財源振替 374,334 △ 374,334

資産評価替えによる変動額 0 0

無償受贈資産受入 0 0

その他 0 0

期末純資産残高 33,664,026 5,698,521 29,107,550 △ 1,142,045 0

純資産変動計算書
自　平成26年4月  1日

至　平成27年3月31日

貸借対照表の純資産の部に計上されている各数値が1年間でどのように変動したか表
している計算書です。純資産の部は、今までの世代が負担してきた部分ですので1年
間で今までの世代が負担してきた部分が増えたか減ったかが分かります。 

当年度の貸借対照表へ 
地方譲与税、地方消
費税交付金、財産収
入、繰入金、預金利子
及び貸付金収入等の

諸収入を含む 
国及び県からの補助
金等 
経常的でない特別な事
由に基づく損益 
取得時の財源投入額や
処分時の財源増加額の
財源の異動 

貸借対照表に計上され
た資産を評価すること
により生じた評価差額、
無償で受贈した資産の

評価額を計上 公共資産等の取得に
充てられた一般財源 

公共資産等の取得に充て
た財源のうち国及び県か
ら補助を受けた部分 行政コスト計算書より 将来の使途が制限さ

れていない財源 
前年度の貸借対照表から 
町民税、固定資産税、
軽自動車税などの町税 
取得時の財源投入額や
処分時の財源増加額の
財源の異動 マイナスは、資産形成

を伴わずに将来負担が
発生している状況を表
す。 



（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

※1 一時借入金に関する情報
① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。
② 平成21年度における一時借入金の借入限度額は500,000千円です。
③ 支払利息のうち、一時借入金利子は107千円です。
※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

　収入総額 千円
　地方債発行額 △
　財政調整基金等取崩額 △
　支出総額 △
　地方債元利償還額
　財政調整基金等積立額
　　基礎的財政収支 千円

727,094

1,347,149

71,700

0

7,610,255

668,434

23,321

296,166

319,487

7,633,576

0

5,330

△ 1,684,802

0

0

0

0

5,330

572,098

0

1,690,132

0

0

728,600

456

388,978

396,985

△ 337,558

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

239,705

71,700

0

85,580

464,207

227,476

42,860

734,543

702,972

7,231,261

2,045,681

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

192,219

120,804

71,700

0

4,830,675

6,859

1,235,524

70,508

96,336

430,673

50,261

5,185,580

808,526

1,412,823

1,460,507

926,454

資金収支計算書
自　平成26年4月  1日

至　平成27年3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部

 現金の出入りの情報を性質の異なる３つの区分に
分けて、表したものです。どのような活動に資金が必
要とされ、それをどのように賄ったか、また、どのよう
な性質の活動で獲得し、使用しているかが分かります。 

経常的収支の部 

 

自治体の経常的な行政運営に伴
う支出とそれに伴う支出とそれに
対応する財源。 

公共資産整備収支の部 

 

道路や公園、学校などの公共
資産整備に伴う支出とそれに伴
う支出とそれに対応する財源。
また、他団体や他会計を通じて
行った公共資産整備に対する
普通会計負担額も含まれます。 

投資・財務的収支の部 

 

外郭団体への出資金、基金積
立金、地方債の償還元金などに
伴う支出とそれに伴う支出とそ
れに対応する財源。 

基礎的財政収支 

(プライマリーバランス) 

 

地方債の利払い費と償還額を除
いた歳出と、地方債発行収入を
除いた歳入のバランスを見るもの
で、持続可能な財政バランスの実
現のための指標 

財政調整基金 

貸借対照表の 
歳計現金へ 

地方債及び一時
借入金の利息分
の支払額 

地方債元金償還分 

公共施設整備等事業基金  


